
三次救急搬送活動を対象とした医療情報デジタル伝送システム運用のための         

アンテナ基地局配置方策の検討* 

Study on antenna base station setting plan for medical information digital transmission system operation 
intended for third-order ambulance transportation activity* 

 

福田正輝**・高山純一***・中山晶一朗**** 
By Masaki FUKUDA**・Jun-ichi TAKAYAMA***・Shoichiro NAKAYAMA**** 

 

１．はじめに 

 

近年，救急搬送や救急医療活動においては，全国的

な医師不足や救急搬送患者の受け入れ拒否件数の増加，

消防署から救急要請場所までの駆けつけ時間の増加など，

多くの問題を抱えている．また，都市部と地方部おいて

医療サービスの地域間格差が拡大している．特に高齢化

が急速に進んでいる地方部の過疎地域においては，医療

機関の数が少なく，遠方の医療機関まで行かなければ医

師の診察を受けることができないケースがあり，深刻化

している． 

また，三次救急医療機関は，県庁所在地などの主要

都市に立地していることが多く，搬送時間の地域間格差

が問題になっている．重篤救急患者を中心に扱う三次救

急医療活動は，従来から迅速かつ的確な対応が求められ

ており，単に医療機関への迅速な搬送を行うだけではな

く，プレホスピタルケア（病院前救護）の充実が患者の

救命率や入院後の回復率に大きく影響する． 

プレホスピタルケアの中心的役割を担う救急救命士

は，心肺停止傷病者に対する処置行為である特定行為

（除細動，気管挿管，薬剤投与）が医師の具体的な指示

に基づいて行うことが可能であり，救急救命士の処置行

為に関する法整備が行われている．患者に対する処置活

動を効果的なものにするためには，救急救命士自身の医

療知識や技術を向上させると同時に，搬送中の重症患者

の容態を搬送医療機関の医師に具体的に伝えることが重

要であり，救急救命士と医師がいかに綿密な連携を図る

ことができるかが救命率向上の鍵になる． 
 現在，救急車と医療機関との間の通信手段として，救

急無線の他に携帯電話を用いた音声による通話が一般的

である．しかし，音声のみのコミュニケーションでは， 
患者の容態を正確に伝えるために時間を要する場合があ 
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る．また，医師が救急隊員に対して適切な治療方法を指

示するためには，救急車内の患者の容態変化を具体的に

知る必要があり，音声のみの報告では不十分であるとい

える． 
そこで，患者の心電図や血圧などの詳細なモニター

データ（バイタルデータ）や患者全体像が把握できるよ

うな静止画・動画の画像データを医療機関に伝送し，医

師は，その画像データをもとに救急救命士に対して処置

の指示・指導を行う医療情報デジタル伝送システムの導

入が，救急搬送活動の充実につながると考えられる． 
 
2．医療情報デジタル伝送システム導入の必要性 

 

 近年，緊急車両の走行支援として，救急車両の最適経

路への誘導，優先信号制御など，医療分野における ITS
技術の利用が進んでいる．これらの ITS 技術は，緊急車

両をスムーズに走行させて走行時間を短縮するために導

入されるものである．本研究で対象としている ITS 技術

である医療情報デジタル伝送システムは，救急搬送中に

救急車内での患者への処置効果を上げるものであり，こ

れまでに導入されてきた技術とは，「搬送時間の短縮」

と「搬送活動の質の向上」という点では，異なったもの

である． 
医療情報デジタル伝送システム導入のための実証実

験は，全国各地で行われている．総務省北陸総合通信局

は，平成 17 年に「救急業務用高度医療情報伝送システ

ムに関する検討会」１）を設置している．検討会では，

北陸地域の救急医療の現状について課題整理を行うとと

もに救急医療現場における情報通信ニーズの把握を行い，

基本となるモデルシステムを構築し，救急車から医療機

関に傷病者の映像や血圧，心電図などの生体データの伝

送を想定した通信試験を行っている． 
また，総務省消防庁は，平成 20 年に「救急業務にお

けるICTの活用に関する検討会」２）を設置しており，実

際の救急搬送において医療情報伝送システムの実証実験

が行われている．具体的には，石川県内の 5 消防機関

（金沢市消防局，小松市消防本部，津幡町消防本部，白

山石川広域消防本部，かほく市消防本部）と 4 医療機関

（金沢大学医学部附属病院，金沢医療センター，金沢医



科大学病院，石川県立中央病院）が連携して，実際の救

急搬送において，画像伝送システムを活用することによ

り，救急搬送業務の効率性や画像伝送の必要性，救命効

果の検証などが行われている．その結果，画像伝送シス

テムの有用性や効果は，医療機関では 8 割以上，消防機

関では 9 割以上の搬送事例で効果があったと回答してお

り，画像伝送システムが救急搬送の充実や患者の救命率

向上には欠かすことが出来ないシステムであることが分

かる． 
 
3．VHFマルチホップ無線システムの利用 

 
医療情報デジタル伝送システムを導入する際に利用

する無線システムとして，多様な無線システムが候補と

して挙げられる．救急業務用高度医療情報伝送システム

に関する検討会報告書１）によると，表 3.1 に示したよう

な無線システムが想定されている． 
表3.1 想定される伝送システム１） 

 
 携帯電話等の公衆無線システムは，連続したゾーンと

して全国で利用されており，通信エリアも広く，コスト

も相当低減できると考えられる．一方，救急業務用とし

ての用途からは，災害時の輻輳の影響を最小限にとどめ

る必要があり，専用回線システムとして構築することが

望ましいと考えられる．このため，動画像を中心とした

多様な情報が伝送できることに加えて，災害時にも十分

な信頼性があり，1 基地局当たりの通信可能エリアが比

較的広く，基地局設置の自由度も高い「VHF マルチホ

ップ無線システム」を，救急車からの医療情報デジタル

伝送システムに利用することが望ましいと考えられる． 
 VHF マルチホップ無線システムは，将来の自営系の

無線システムとして，独立行政法人情報通信研究機構が

中心となり研究を進めてきたものである．このシステム

は，IP 技術を用いたデジタル通信システムであり，多

量な情報の伝送を行う能力を持つとともに，動画などの

大容量の伝送を必要とするシステムにも適応可能な柔軟

性を備えている．さらに，VHF 帯を前提とした一つの

無線区間で数 km 程度の伝送も可能であり，基地局を用

いた中継通信機能に加えて，基地局を介さずに移動局同

士でも中継通信を実現する移動局間マルチホップ通信機

能の実現が可能であり，柔軟なネットワーク構成にも対

応できる．また，直接通信では通信不可能な状況におい

ても，中継端末を介して通信リンクを確立することがで

きるため，応用範囲も広い通信システムである． 

 

 

図3.1 VHFマルチホップ無線システムの概要１） 

 
4．研究の目的 

 
三次救急搬送活動を対象として，充実したプレホス

ピタルケアを実現するためには，前述のような，医療情

報デジタル伝送システムを導入する必要性が高いと考え

られる．また, 近年多発する自然災害やテロ災害に備え

て，混乱の生じる可能性の高い既存の通信システム（携

帯電話や無線 LAN）を用いるのではなく，公共用とし

ての無線システムの新規確立が必要であり，効率的な津

新システムの整備・運用が求められる． 
そこで，本研究では救急業務用の医療情報デジタル

伝送システムを確立するために，VHF マルチホップ無

線システムの利用を想定したアンテナ基地局を効率的に

配置する方策を検討するとともに，実際に石川県加賀地

域においての導入を検討することを目的とする． 
 
5．研究のアプローチ 

 

(1)研究の概要 

救急要請を受けた救急隊員は，現場から最寄りの消

防機関から救急要請場所に向かい，患者を収容して医療

機関に搬送するという手順で救急活動を行っている． 
重篤救急患者を扱う三次救急活動は，他の救急活動の

場合と異なり，搬送先の医療機関が限られているため，

搬送するルートとして特定の幹線道路や高速道路を選択

しているという特徴を持つ． 
そこで，現場から三次救急医療機関までの救急車の走

行経路を把握し，よく利用している走行経路付近を中心

に，医療機関までの距離や現場からアンテナ基地局まで

の搬送時間を考慮して，アンテナ基地局の設置場所を検



討する． 
まず，救急車が現場から三次救急医療機関に搬送する

際に利用する走行経路を把握する方法から述べる．救急

車は，一般的に経路選択をする場合に，現場から医療機

関までを最短時間で到達できる経路を選定する．しかし

場合によっては，時間帯によって渋滞をさけるために迂

回路を選択することや，患者の容態によっては路面状況

を考慮して振動の起こりにくい経路を選定しているのが

現状であり，救急車の経路選択においては救急隊員の経

験に頼る場合が多いと考えられる．そこで，アンテナ基

地局設置対象エリアとする石川県白山市・小松市・加賀

市の各消防署の救急隊員を対象にアンケート調査を実施

し，各市における救急車の搬送経路を把握した． 
次に，アンテナ基地局の設置場所の検討方法について

記述する．アンテナ基地局は，救急車がよく走行する経

路に設置することで，より多くの搬送事例で画像伝送を

行う事が可能となる．一般的に救急車の走行経路は医療

機関に近づくにつれて，枝分かれしていた経路が集約さ

れていくことになり，医療機関に近い経路ほど，利用頻

度の高い経路であると想定される．しかし，画像伝送の

タイミングとしては，現場に到着してからより速いタイ

ミングにおいて行うことが望ましく，特に三次救急患者

における初期治療は一分一秒を争う問題であり，早期に

おいて医師からの適切な助言をもらう事が救命率の向上

につながると考えられる．また，医療機関に近い場所に

アンテナ基地局を設置しても，すぐに医療機関に到着し

てしまうため，その効果は医療機関から遠い地域にアン

テナを設置する場合と比較すると，かなり低いものにな

ってしまう．  
 そこで，単純に救急車がよく利用する走行経路付近に

アンテナを設置する検討を行うのではなく，各種条件の

下で救急要請場所からの搬送時間を考慮した評価式を設

定することにより，アンテナの配置場所を検討する． 
 
(2)アンケート調査の概要 

白山市，小松市，加賀市の各消防署・分署の救急隊員

を対象として，救急車の走行経路の決定要素とその決定

要素の重要度，および救急車輌の走行経路の実態を把握

するために，アンケート調査を行った．アンケートの回

収率と，調査項目を表 5.1，表 5.2 に示す．調査時期は，

平成18 年 11 月である． 
表5.1 アンケートの回収率 

白山市 小松市 加賀市 合計
配布枚数 125 18 52 195
回答枚数 65 15 27 107
回収率(%) 52.0 83.3 51.9 54.9  

 

 

 

表5.2 調査項目 

調査項目 内容
・高速・一般国道の平均及び最高走行速度
・経路選択の決定要素
・走行経路

三次救急活動に ・三次救急活動の評価・課題
対する意向・要望 ・今後求められる整備内容

・性別
・年齢
・勤務地
・救急救命士の資格の有無など

調査対象 ・白山市・小松市・加賀市の各消防署・分署の救急隊員

走行経路調査

個人属性

 

 
(3)主要交差点立ち寄り回数の算出 

アンケート調査において，対象地域の自治体ごとの管

轄エリア内で8 パターンの発生場所を想定し，発生場所

ごとに救急隊員に搬送先の病院を指定してもらい，その

搬送先の病院までの走行ルートを実際に地図上に記入し

て頂き，走行経路を把握した．この調査結果を参考にし

て，よく利用する事が予想される主要交差点を 20 箇所

ピックアップする．把握した経路数は，白山市 520 経路，

小松市 120 経路，加賀市 216 経路であり，全経路におい

て，主要交差点に立ち寄る回数を，各発生場所の人口及

び各自治体内の年間の救急要請件数をもとに算出する． 
 
(4)救命曲線の算出 

 本研究では，単純に，救急車が利用する頻度が高い経

路沿いにアンテナ基地局を設置するのではなく，救急要

請場所からアンテナ基地局（通信可能エリア）までの搬

送時間を考慮する．これは，三次救急搬送を対象として

いるため，重篤患者を扱う搬送が多いので時間経過によ

る救命率の変化が評価指標として重要であるためである． 
時間経過と死亡率の関係を表した評価指標としてよ

く参考にされているのは，カーラーの救命曲線である．

この救命曲線は，日本で行われている応急手当の講習会

でよく用いられているものであり，フランスの救急専門

医M.CARA が 1981 年に報告した「傷病してから応急手

当を施すまでの経過時間と死亡率」を表したものである．

カーラーの救命曲線に着目し，この救命曲線は，日本で

行われている応急手当の講習会などでよく用いられてい

るものであり，フランスの救急専門医 M.CARA が 1981
年に報告した，傷病してから応急手当を施すまでの経過

時間と死亡率を表したものである．これによると，心臓

停止では 3 分，呼吸停止では 10 分，多量出血では 30 分

放置すると死亡率が約50％に達するとされている． 
 既存研究で用いられている救命曲線としては，平松ら

の研究3）では，カーラーの救命曲線を死亡リスク関数と

定義して，「多量出血」の曲線に対してロジスティック

回帰により求めている．藤本ら4）の研究では，長崎市を

対象として平成 9 年 9 月からの 3 年 10 か月分の救急搬

送業務の実態調査データを用いて，脳内出血，くも膜下

出血，急性心筋梗塞，急性心不全，肺炎，CPA（心肺停

止）の 6 疾患において，疾患別に収容所要時間と救命率



の変化について，救命曲線を算出している． 

そこで，本研究では平松らの研究3）を参考にして，

「心臓停止」，「呼吸停止」の場合にも適用できるよう

に式を作り変えた．しかし，各症状において異なる3つ

の曲線では実用的ではないので，消防年報での「心臓停

止」，「呼吸停止」，「多量出血」の救急隊員の行った

応急処置件数を参考にして，3 本の救命曲線に重み付け

を行い，1 本の曲線を算出した． 

また，上記で算出したカーラーの救命曲線は，救急

隊員が行う救急車内での応急処置の効果や，通信開始時

期が患者に与える影響が考慮されていない．そこで以下

の文献を参考にして，それらの点を考慮する．柳川らの

研究5）では，医師が救急車に同乗するドクターカーシス

テムの導入による効果を検証しており，ドクターカーシ

ステムの導入により患者の生存率が約 10％向上したと

報告している．また，救急業務用高度医療情報伝送シス

テムに関する検討会報告書1）によると，医療機関へのヒ

アリング調査では，画像伝送を行うタイミングとして，

収容及び最初の救急処置の終了後または処置中に実施す

るファーストコールにあわせた時期，またはその場合が

困難であってもファーストコールに付随する情報として

収容から 10 分間程度の間に画像伝送を開始できると有

意義であるという見解が得られている．以上より，救急

隊員が行う救急車内での応急処置の効果を α
（α =0.9），通信開始時期が患者に与える影響を，ア

ンテナ設置場所が救急要請現場に限りなく近ければ生存

率が 10％向上し，救急要請場所からアンテナ基地局の

通信可能エリアに到達するまでの搬送時間により，毎分

1％ごとに生存率が減少していくように設定する． 
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図5.1 算出したカーラーの救命曲線 
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R ：生存率 (%) 
t  ：搬送時間 (分) 
α ：救急車内の応急処置効果を考慮した定数(α =0.9) 
β ：通信開始時期を考慮したパラメータ 

ijt ：救急要請地区i から主要交差点 j に到着するまで

の所要時間（ 10≤ijt ） 
 
(5)アンテナ設置場所の評価式の定式化 

アンテナの設置場所を検討する際，設置予定場所に

アンテナを設置したときの効果を表す必要がある．そこ

で，本研究では交差点通過時に何人の生存者と通信可能

であるのかを考えて，それを主要交差点の評価指標とし

て捉えて，最大化することを考える． 
評価値を求める方法としては，主要交差点立寄り回

数と算出したカーラーの救命曲線から求める各主要交差

点での生存率を掛け合わせて，救急車が各主要交差点を

通過する際に生存している患者数を算出する．さらに，

アンテナ基地局の設置台数に応じて，主要交差点の評価

値を足し合わせて最大となる交差点の組み合わせを求め

る．また，制約条件としてアンテナの設置台数とアンテ

ナ基地局同士の距離を設定し，これらを 0-1 整数計画問

題として定式化する．具体的な配置結果は講演時に示す． 

最大化： j
j

ijij xtRaz ∑= )(              (4) 

制約条件： ∑ =
j

j px                (5) 

                                         (6) ldj ≥

             { }1,0∈jx                         (7) 
z ：アンテナ設置場所の評価値 

ija ：救急要請地区 から主要交差点i j に流入する搬送

数 

)( ijtR ：生存率を表す関数 

jx ：アンテナ設置場所の有無(0，1 変数) 

p ：アンテナの設置台数 

j
d ：アンテナ基地局同士の距離 

l：アンテナ基地局同士の制約条件 

i：救急要請地区番号 

j ：主要交差点番号 
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